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３．特 集 ：光 通信技術の研究開発動向  
 
情報通信ユニット  松久保 雅弘 
 
3.1 はじめに                      
 
1970年の AlGaAs系半導体レーザーの室温連
続発振成功及び低損失光ファイバーの開発以来、
光通信技術は主として幹線系通信網の大容量回
線として順調に発展してきた。光ファイバー1 本当
たりの伝送容量は年 2 倍以上のペースで増加し
続けており、2Tbps①程度の製品も出荷されるよう
になってきている。 
最近の DSL や光ファイバーなどブロードバンド
の普及により、光通信システムの大容量化の要求
が一層大きくなると予想されている。一方で、光フ
ァイバー１本当たりの伝送容量の拡大は限界に達
しつつあるといわれている。本稿では、光通信技
術の動向と今後の研究開発の方向性について概
観する。 
 
3.2 光通信技術の研究開発の歴史                      
 
光通信技術の研究開発は 1970 年代に入り活
発化した。まず、1.3μm 帯の波長を利用するシス
テムに関する研究開発が行われた。これは、この
波長帯における石英ファイバーの材料分散が小
さく、遠方まで通信可能であり、また当時 1.3μm
帯の波長を発振可能な InGaAsP半導体レーザー
が開発されていたためである。その成果として、
1983 年には通信速度 400Mbps、1987 年には
1.6Gbps①の光通信システムが実用化された。 
次に、中継器の数を減らしシステムの安定性を
向上させるため、石英ファイバーの損失が最も少
ない 1.55μm 帯の波長を利用するシステムの研
究開発が行われた。波長 1.3μm のシステムに利
用されていた InGaAsP 半導体レーザーを 1.55μ
m 帯で 400Mbps の高速動作をさせると、1.55μm
以外の所望しない波長の光パルスも多数発信さ
れるため、そのまま伝送すると信号が識別できな
いという問題があった。しかし、高速動作時におい
ても 1.55μm 帯の波長のみを発振する分布帰還
型（DFB）レーザーが開発され、1.55μm 帯システ
ムの開発が行われるようになった。 
1989 年には通信速度 600Mbps、1990 年には
2.4Gbps の光通信システムが実用化された。1989
年に、石英ファイバーのコア部分に Er（エルビウ
ム）という原子を添加し、光パルス信号を直接増幅
する光ファイバー増幅器が英国で発明された。光
ファイバー増幅器の登場は、光通信システムの無
中継伝送距離を大きく増大させた。また、光ファイ
バー増幅器は広帯域にわたって増幅が可能であ
るため、現在、設備化が進められている波長多重
通信技術の発展に大きな影響を与えた。 
 
3.3 通信の仕組み                   
 
光通信を簡単に説明すると「光を点滅させて光
ファイバーを通して信号を相手先に送ること」であ
る。半導体レーザーに入力する電気信号を on、
off させることで生成した光の点滅信号は、光ファ
イバーを通って相手先に到達する。相手先では、
伝送されてきた光の点滅信号をフォトダイオード
で電気信号に変換する。 
光通信システムの通信方式には、送信する信
号を一定の時間周期で区切ったスロットを通信チ
ャネルとして利用する時分割多重通信方式（図表
1）と、異なる波長の異なる複数の搬送波を１本の
ファイバーで同時に送ることにより、伝送容量を増
加させる波長多重通信方式（図表 2）の 2 種類が
ある。 
 
図表１ 時分割多重通信（TDM）の仕組み 
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図表２ 波長多重通信（WDM）の仕組み 
 
1990 年前半までは時分割多重通信方式の光
通信システムが主流であった。しかし、1996 年に
北米通信業者が初めて波長多重方式の光通信
システムを採用したことを契機に、波長多重通信
方式の光通信システムが急速に増加している。 
 
3.4 国内外における光通信網の現状       
 
3.4.1 国内における基幹系光通信網の現状 
半導体レーザーやフォトダイオードといった発
光／受光デバイスの開発をはじめとする光通信シ
ステムの研究開発が進んだ結果、1980 年代前半
には光通信の基盤技術が確立された。国内にお
いては、1980 年代前半より基幹系光通信網の整
備が始まり、1985年には北海道から沖縄までを結
ぶ基幹系光通信網が完成した。その後も基幹系
光通信網の拡大が進められ、1992 年頃から急激
に増大し始めたネットワーク上を流れる情報量（こ
れを「トラフィック」という）への対応として、1996 年
には伝送容量 10Gbps の光通信網が新たに構築
された。一方、最近では KDDI による伝送容量
100Ｇbpsの JIH（Japan Information Highway）の運
用が 1999 年４月から、電力系 NCC10 社により設
立された「パワーネッツジャパン」による伝送容量
100Gbpsの光通信網の運用が 2000年 8月からそ
れぞれ開始されている。 
 
3.4.2 日本と海外を結ぶ光通信網の現状 
日本と海外を結ぶ国際光通信ケーブルにおい
ても、インターネットの利用増大による通信トラフィ
ックの増加に対応するため、伝送容量の大容量
化が図られている。 
図表 3 に示すように、日本で最初に運用された
国際光通信システムは、日本と米国を太平洋ル
ートで結ぶ「TPC‐3」であった。 
 
図表３ 日本を含む国際海底ケーブル網 
（2000年 2月現在） 
（出所 平成 12年版通信白書（総務省）） 
名称 
伝送容量 
(bps) 
距離(km) 運用開始
（年） 
陸揚げ地 
TPC-3 840M 9070 1989 日本（千倉）、米国（グアム、ハワイ） 
TPC-4 1.12G 9850 1992 日本（千倉）、米国（ポイント・アリーナ）、カナダ（ポートアルバニー） 
TPC- 
SCN 
10G 25000 
1995 ，
1996 
日本（宮崎、二宮）、米国（バンドン、サンルイス・オビスポ、ハワイ、グア
ム） 
NPC 420M 30000 1990 日本（三浦）、米国（パシフィックシティ、セワード） 
APC 1.68G 7500 1993 日本（宮崎、三浦）、台湾（頭城）、香港、マレイシア、シンガポール 
APCN 10G 15000 
1996 ，
1997 
日本（宮崎）、韓国（釜山）、台湾（頭城）、香港、フィリピン、マレイシア、シ
ンガポール、タイ、インドネシア、オーストラリア 
R-J-K 1.12G 1715 1995 日本（直江津）、ロシア（ナホトカ）、韓国（釜山） 
H-J-K 560M 4600 1990 日本（千倉）、韓国（済州島）、香港 
C-JFO
SK 
560M 1250 1993 
日本（宮崎）、中国（ナンホイ） 
FLAG 10G 27000 1998 
日本（沖縄）、韓国（巨済）、中国（ナンホイ）、香港、タイ、マレイシア、イン
ド、エジプト、イタリア、スペイン、英国 
SEA-M
E-WE3 
20G 38000 1999 
日本（沖縄）、韓国（巨済）、中国（上海、汕頭）、台湾（頭城、枋山）、香港、
マカオ、フィリピン、ブルネイ、ヴィエトナム、シンガポール、マレイシア、イ
ンドネシア、オーストラリア、タイ、ミャンマー、スリランカ、インド、パキスタ
ン、アラブ首長国連邦、オマーン、ジブチ、サウジアラビア、エジプト、トル
コ、キプロス、ギリシャ、イタリア、モロッコ、ポルトガル、フランス、英国、ベ
ルギー、ドイツ 
PC-1 160G 20900 2000 日本（阿字ヶ浦、志摩）、米国（ノーマ・ビーチ、トロ・クリーク） 
China- 
USCN 
80G 30000 2000 
日本（千倉、沖縄）、中国（崇明、汕頭）、韓国（釜山）、台湾（枋山）、米国
（バンドン、サンルイス・オビスポ、ハワイ、グアム） 
＜注：米国本土～グアム間については 2000/第３四半期に運用予定＞ 
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ケーブルこう長は10000km、伝送容量840Mbpsで
1989 年に運用が開始された。1995 年には日本、
ロシア、韓国を結ぶ通信システム「R-J-K」等様々
な国際光通信システムの運用が始まった。 
最近では、1999年 6月から日本、台湾、韓国、
中国、香港、マレーシア及びシンガポールをルー
プ状に結ぶ「APCN２」と呼ばれる光通信ケーブル
の構築が進められており、2002 年の運用開始予
定である。このシステムには、DWDM（高密度波
長多重伝送）と呼ばれる技術が用いられており、
1280Gbpsの伝送容量を有する。 
 
3.5 光通信技術の研究開発動向          
 
3.5.1 光ファイバーの伝送容量の大容量化 
光ファイバーの伝送容量の増加に向けて 
①新しい波長帯域で増幅可能な光増幅技術 
②一定の波長帯域において多重可能な光信
号の数を増加するための信号変調技術 
に関する研究開発が進められている。 
2001年 3月に米国で開催された「光ファイバー
通信国際会議（OFC2001）」において発表された
波長多重伝送システムの中で、NECの光ファイバ
ー１本当たり 10.9Tbps（40Gbps/波長×273波長）
のシステムと、Alcatel 社の 10.2Tbps（42.7Gbps/
波長×256 波長）のシステムが、伝送容量が最も
大きいものであった。 
NEC のシステムの主な特徴は、現行の光増幅
器の主流であるエルビウム光増幅器の増幅帯域
である C バンド（1527nm～1563nm）、L バンド
（1570nm～1610nm）に加えて S バンド（1477nm～
1508nm）と呼ばれる新たな波長帯域用の光増幅
器を開発したこと、及び信号を高密度配置するた
めに偏光の直交性を利用した多重・分離技術を
用いている点である。 
また、Alcatel 社のシステムの主な特徴は、偏光
の直交性を利用した多重・分離技術に加え、VSB
（vestigial side band）変調方式という無線でよく利
用される技術を用い、周波数利用効率②を向上さ
せ、多重する波長数を増加させた点である。 
一方、VSB 変調方式より周波数利用効率が高
い SSB（single side band）変調方式に関する研究
開発については、独立行政法人通信総合研究所
が行っている。 
図表 4に SSB変調方式とVSB変調方式の特徴
について示す。 
 
図表４ SSB変調方式と VSB変調方式について 
3.5.2 ネットワークの接続部における経路制御の
高速化 
（１）光スイッチの研究開発 
最近、波長多重通信ネットワークが数多く導入
されるようになり、波長多重通信ネットワーク同士
を相互接続する中継点が増加している。 
ある回線に障害あるいはトラフィックの集中が生
じて別の回線に経路を変更する場合、多重された
光信号から所望の光信号だけを取り出すあるい
は別の波長に変換する必要がある。 
現在、これらの処理を行うため、光信号を電気
信号に変換しているが、光信号を電気信号に変
換するための電気回路や半導体レーザーなどの
デバイスを多重する波長数の数だけ用意している。
しかし、最近、多重する波長数が 100 波を超える
波長多重伝送システムの実用化されるようになる
と、変換回路の大規模化による製造コストの上昇
が懸念されている。このため、光信号を電気信号
に変換することなく光信号のままで経路を変更す
ることができる光交換機が注目されており、光交
換機の心臓部である光スイッチの実用化を目指し、
世界で 100 社以上の光スイッチ関連企業が研究
開発を行っている。 
光スイッチの方式には、日立金属が製品化して
いる「メカニカル型」、NTT が製品化している「平
面光導波路型」、Lucent 社等が開発している「ミラ
ー型」、米 Agilent 社等が開発している「バブル
型」の４種類がある（図表 5）。 
「メカニカル型」とは、光ファイバーを電磁力で
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移動させることで経路を変更させる方式である。
「平面導波路型」とは、光導波路上にペルチェ素
子やヒーターを設置し、温度により導波路の屈折
率が変化する現象（これを熱光学効果という）を利
用して経路を変更させる方式である。「ミラー型」と
は、Si基板上に微小な鏡を配置し、鏡の角度を変
えることで経路を変更させる方式である。「ミラー
型」には、一軸方向に微小な鏡を回転させる「2次
元型」と二軸方向に微少な鏡を回転させる「3次元
型」の 2 つの方式がある。「バブル型」とは、光導
波路上にオイルをためた壁を設け、そこに泡を発
生させることにより、光の経路を制御する方式であ
る。 
以上挙げた 4種類のうち、チャネル数の大規模
化が可能なのは「ミラー型」であり、LSI 製造技術
を基礎とした「MEMS（Micro Electro Mechanical 
System）」製造技術を用いて微少な鏡を集積化し
たMEMSスイッチが注目されている。MEMSスイッ
チを用いた交換機としては、ルーセントテクノロジ
ーズ社の「Lambda ルーター」が商用化されている。
この交換機は入・出力ポートが合計 256 個、各ポ
ートの処理容量は 40Gbps であり、交換機全体の
処理容量は 10.24Tbps（256×40Gbps）である。ま
た、同社は、入・出力ポートが合計 1296 個、各ポ
ートの処理能力が 1.6Tbps の MEMS 交換機を開
発中である。この交換機全体のスイッチング能力
は2.07Pbps①（1296×1.6Tbps）であり、高速なスイ
ッチング速度を必要とし、100波を超える光信号が
伝送される基幹系通信網の光交換機として期待
されている。 
 
（２）光パケット交換技術 
音声や画像等マルチメディアデータを効率よく
伝送するために、データを一定の長さに分割し、
分割したそれぞれのデータに送信先のアドレス等
の制御信号を付加したデータ（これを「パケット」と
いう）を伝送する「パケット通信方式」が現在の通
信方式の主流である。パケットを光の状態のまま
高速に処理するためには、「光パケット交換」技術
が必要となる。 
光パケット交換技術の実現に向けた研究開発
が独立行政法人通信総合研究所において進めら
れている。光符号分割多重通信（OCDM）と呼ば
れる技術を用いた光ルーターを作ることにより、理
論上、電子交換機の 1000 倍程度処理速度を向
上させることができる。光符号分割多重通信とは、
半導体レーザーで生成された信号を光直交符号
という特殊なパターンを持った符号に変換したうえ
伝送を行い、受信側で符号データと受信データ
のパターン比較をして一致するデータだけを取り
出す通信方式である。この通信方式を用いると、 
〇ネットワーク構成を単純化することができる 
〇ネットワーク全体のスループットが向上する 
〇通信セキュリティが向上する 
等の利点がある。 
光符号分割多重通信技術に限らず、光で制御
するルーターを開発するには、光信号を一時的
に溜めておく光メモリの開発が重要な課題である。
例えば、同じ方向に行きたい 2 つの光信号が同
時に伝送されてきた場合、一方の信号を待たせる
必要がある。このとき、光メモリが実用化されてい
れば、一方の光信号を光メモリに一時的に溜めて
おき、他方の光信号のルーティング処理が終了し
た後、光メモリに溜められた光信号のルーティン
グ処理を行うという、既存のルーターと同じ高度な
ルーティング制御を行うことができる。 
 
図表５ 光スイッチの種類 
 
（３）量子通信技術 
数年前から欧米を中心に光の粒子性を利用し
た量子通信技術に関する研究開発が進められて
いる。量子通信技術の実用化により、絶対に盗聴
されない暗号通信や現在の光通信技術における
伝送容量の限界を打破する超高速通信等が実現
される可能性があり注目されている。これまでは民
間企業、大学、国立研究機関の一部で主に理論
的研究が行われているのみであり、実用化には相
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当の時間を要する。 
わが国では、今年度から総務省が中心となって
産学官で分担・連携した研究開発プログラムが開
始されている。 
 
図表６ 第７回技術予測調査における量子通信
技術関連課題の重要度と実現時期 
分  
野 
課  題 重要度 
実現時
期（年） 
情報・
通信 
光増幅器で発生する雑
音をほとんど抑制するこ
とができる（ショットノイズ
リミット通信を可能とす
る）量子光通信方式が開
発される。 
74.1 2017 
エレク
トロニ
クス 
量子コンピューティング
等による、超高速計算や
セキュリティ機能に応用
できる量子位相デバイス
が実用化される。 
66.0 2020 
（科学技術動向研究センター作成） 
 
3.6 光ファイバーの伝送容量の限界        
 
今年６月にBell研究所の研究者グループは、現
在利用可能な波長帯域での伝送容量の限界はノ
イズや干渉が無い場合には光ファイバー1本あた
り100Tbpsであるが、ファイバーの非線形効果によ
るノイズを考慮するとその半分から2/3程度になる
ことを計算から見いだした。（Natur誌 2001年6月
28日付） 
図表７は、1990年代の光ファイバー1本当りの
伝送容量の拡大をみたものである。1991年頃に
は実験室レベルと製品レベルでは約10倍の差が
あるが、その後次第に縮小してきていることが認
められる。 
現時点における光通信システムの伝送容量は、
製品化されたシステムで光ファイバー１本当たり
2Tbps程度、研究開発中のシステムで光ファイバ
ー1本当たり10Tbps程度である。これまでのように
年2倍以上のペースで伝送容量の拡大が続くとす
れば、約5年で限界に達することとなる。 
 
 
 
 
 
 
 
図表 7 光通信システムの伝送容量の推移 
 
（日経エレクトロニクス 1月 29日号 p153図１に掲載された
データを基に科学技術動向研究センターで作成） 
 
3.7 おわりに                       
 
DSL、CATV回線あるいは光ファイバーを利用
したインターネット接続サービスの利用者の増加
に伴い、光通信システムの伝送容量増の要求は
今後も続くであろう。そのため、メーカー間の競争
が非常に激しく、伝送実験に成功した光通信シス
テムがすぐに事業化される状況にある。 
一方、前述のように、これまでのペースで伝送
容量が拡大されれば、5年後には伝送容量の限
界に達することになるにもかかわらず、ブレークス
ルー技術が見いだされていない。 
企業で行われるであろう既存技術の延長となる
研究開発と平行して、量子通信技術を含む次の
段階に進むための基礎研究を産学官連携で進め
る必要があろう。 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①Ｇbps、Ｔbps、Pbps 
G（ギガ）は 10９、T（テラ）は 1012、P（ペタ）は 1015。bps（ビット
パーセカンド）は伝送容量を表す単位。ちなみに、TV 程度の動
画像をリアルタイムに伝送するのに1.5Mbps程度が必要である
といわれ、１Gbpsの通信システムでは約660軒、１Tbpsの通信
システムでは 6600軒の家庭に伝送することが可能である。 
 
②周波数利用効率 
一定の波長帯域に多重する波の密度を高め伝送容量を大容
量化する方法がある。この密度の大きさを周波数利用効率とい
い、値が大きいほど、光信号と光信号の間隔すなわち波長間
隔を狭くすることができ、一定の波長帯域において多くの信号
を多重することが可能である。単位はｂｉｔ/s/Hz。 
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